
様式第１号（第４条関係）

○（宛　先）　西尾市長

　申請者 所在地（住所）

名称及び代表者氏名

印

　　３　　食事提供体制加算がある場合は、付表を添付してください。

　　１　　「同一所在地において行う事業」欄には、今回申請をするもの及び既に登録を受けているものについて事業の種類を記載し、

      既に指定を受けている事業についてはその全てを記載してください。

　　２　　「事業所番号」欄には、申請を行う県等において既に事業所としての登録を受け、番号が付番されている場合に、その事業所

　　　番号を記載してください。複数の番号を有する場合には、適宜様式を補正して、その全てを記載してください。

管理者 氏名

備考

既に登録されている場合事業開始

予定年月日

事業の種類

同一所在地に

おいて行う事業

事業所番号登録年月日

住所

Ｆ Ａ Ｘ連絡先 電話番号

備考

基

準

該

当

事

業

所

名　　　　　称

事業所（施設）の所在地

（郵便番号　　　　　　　―　　　　　　）

フ　　リ　　ガ　　ナ

代表者の職・氏名 職　　　　　名

フ　リ　ガ　ナ

氏　　　　　名

代 表 者 の 住 所

（郵便番号　　　　　　　―　　　　　　）

名　　　　　　　称

（郵便番号　　　　　　　―　　　　　　）

基準該当事業所登録申請書

　 西尾市基準該当障害福祉サービス事業所の登録等に関する要綱第３条第１項に規定する基準該当事業所

に係る登録を受けたいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

    　　年　　月　　日　

申

請

者

フ　　リ　　ガ　　ナ

主たる事務所の所在地

Ｆ Ａ Ｘ電話番号連絡先



（付表）

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

　２　外部委託を行う場合の「適切な食事提供の確保方策」欄は、献立に関する事業所・施設の関与、委託先から事業

所・施

    設への食事の運搬方法、適時適温への配慮など、自己調理する場合に通常確保される提供体制に相当するものへの対

応の

食事提供体制加算に係る体制

サ ー ビ ス の 種 類

事 業 所 ・ 施 設 の 名 称

事業所・施設の所在地

連絡先

電 話 番 号

担当者名

ＦＡＸ番号

食

事

の

提

供

体

制

食 事 提 供 に 係 る

人 員 配 置

管 理 栄 養 士 常勤

調 理 員 常勤

その他（　　　　　　） 常勤

非常勤

その他（　　　　　　） 常勤 非常勤

非常勤

栄 養 士 常勤 非常勤

備考

　１　業務委託を行っている場合の人員配置は、事業所・施設で適切な食事提供が行われるための管理等に関わる職員の

状況

    を記載してください。

非常勤

業

務

委

託

部

分

業務委託の内容

業 務 委 託 先

委託業務の内容

適切な食事提

供の確保方策



様式第３号（第６条関係）

年 月 日

○（宛　先）　西尾市長

所在地（住所）

事 業 者

名称及び代表者氏名

印

備考

　１　変更内容がわかる書類を添付してください。

変更の内容

名 称

所 在 地

サ ー ビ ス の 種 類

　２　変更の日から３０日以内に届け出てください。

基準該当事業所登録事項変更届出書

（変更前）

（変更後）

事 業 所 番 号

　次のとおり登録を受けた内容を変更しましたので届け出ます。

変更年月日 平成　　年　　月　　日

登録内容を変更した事業所



様式第４号（第６条関係）

年 月 日

○（宛　先）　西尾市長

所在地（住所）

事 業 者

名称及び代表者氏名

印

次のとおり事業の（廃止・休止・再開）をしましたので届け出ます。

　　　２  廃止・休止の場合は、廃止・休止の日から３０日以内に届け出てください。

　　　３　再開の場合は、再開の日から１０日以内に届けてください。

平成　　年　　月　　日廃止・休止・再開した年月日

（廃止・休止・再開）する事業所

名 称

所 在 地

　　　１　事業の再開に係る届出にあっては、当該事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態が休止前

　　　　と異なる場合には、勤務体制・形態一覧表を添付してください。

　　備考

基準該当事業所廃止・休止・再開届出書

現に登録基準該当障害福祉サービスを受け

ていた者に対する措置（廃止・休止した場合の

み）

事 業 所 番 号

廃止・休止した理由

休止予定期間 平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日



様式第５号（第８条関係）

年 月 日

○（宛　先）　西尾市長

所在地（住所）

申出者

（設置者）

名称及び代表者氏名

印

1

2

3

4

5

6

ＦＡＸ番号

サービス種別

基準該当事業所の所在地

電話番号

特例介護給付費等の代理受領に係る申出書

基準該当事業所の名称

代表者の氏名

　　次のとおり特例介護給付費等の代理受領について申し出ます。



（参考様式１）

平面図

備考

　１　各室の用途及び面積を記載してください。

　２　当該事業所の専用部分と他の事業所等との共用部分がある場合はそれぞれ色分けする等して使用関係を分かり易く表示してください。

　３　既成の平面図がある場合は、それを添付しても差し支えありません。（ただし、各室の用途及び面積の記載は必要）

事業所の名称



（参考様式２）

設備･備品等一覧表

設備の概要 設備基準上適合すべき項目等についての状況 適合の可否

サービス提供上配慮

すべき設備の概要

非常災害設備等

室名 備品の品目及び数量

備考

　　２　必要に応じて写真等を添付し、その旨を合わせて記載してください。

　　３　 ｢適合の可否｣欄には、何も記載しないでください。

　　

サービス種類（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業所名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

    １　申請するサービス種類に関して、適合すべき項目のうち、「平面図」に記載した項目

　　　以外の事項について記載してください。



（参考様式３）

フ リ ガ ナ

電話番号

備考

　　１　「管理者」「サービス提供責任者」「従業者」のいずれかに○をつけてください。

　　２　住所・電話番号は、自宅又は直接連絡がとれる番号を記載してください。

　　３　当該管理者が管理する事業所が複数の場合は、「事業所の名称」欄を適宜拡張して、そ

　　　の全てを記載してください。

職務に関連する資格

備考（研修等の受講の状況等）

資格の種類 資格取得年月日

主な職歴等

年　月　～　年　月 勤務先等 職務内容

氏 名

住 所

（郵便番号　　　－　　　）

生年月日

事 業 所 の 名 称

　　年　　月　　日

管 理 者

サービス提供責任者

経歴書



（参考様式４）

１　利用者又はその家族からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者

２　円滑かつ迅速に苦情を解決するための処理体制・手順

　※具体的な対応方針

３　その他参考事項

備考　上の事項は例示であるので、これにかかわらず適宜項目を追加し、その内容について具体的に記載して

       ください。

利用者又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要

措　置　の　概　要

事業所名

申請するサービス種類



（参考様式５）

 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（　　　年　　　月分）

職  　種 氏   名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

＊

 備考                                                                                                        

　　 １　＊欄には、当該月の曜日を記載してください。                                

 　　２　申請する事業に係る従業者全員（管理者を含む。）について、４週間分の勤務すべき時間数を記載してください。勤務時間ごとあるいはサービス提供時間単位ごとに区分して番号を付し、その番号を記載してください。

       (記載例１－勤務時間　①８：３０～１７：００、②１６：３０～１：００、③０：３０～９：００、④休日)

       (記載例２－サービス提供時間ａ９：００～１２：００、ｂ１３：００～１６：００、ｃ１０：３０～１３：３０、ｄ１４：３０～１７：３０、ｅ休日)

　　　　※複数単位実施の場合、その全てを記載してください。

 　　３　職種ごとに下記の勤務形態の区分の順にまとめて記載し、｢週平均の勤務時間｣については、職種ごとのＡの小計と、Ｂ～Ｄまでを加えた数の小計の行を挿入してください。

 　　　　　勤務形態の区分　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：常勤以外で専従　Ｄ：常勤以外で兼務

 　　４　常勤換算が必要な職種は、Ａ～Ｄの｢週平均の勤務時間｣をすべて足し、常勤の従業者が週に勤務すべき時間数で割って、｢常勤換算後の人数｣を算出してください。

 　　５　算出にあたっては、小数点以下第２位を切り捨ててください。

　 　６　当該事業所・施設に係る組織体制図を添付してください。

第　４　週

常勤換

算後の

人 数

サービス種類（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事業所名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 　　７　各事業所・施設において使用している勤務割表等(既に事業を実施しているときは直近月の実績)により、職種、勤務形態、氏名及び当該業務の勤務時間が確認できる場合は、その書類をもって添付書類として差し支えあり

　　　ません。

勤務

形態

４ 週 の

合 計

週平均

の勤務

時 間

第　１　週 第　２　週 第　３　週



（参考様式６）

組　　織　　体　　制　　図

備考

２　既存の組織体制図がある場合は、その写し等の添付で構いません。

１　担当業務や兼務の状況が分かるように図又は文章による説明を加えてください。

事業所の名称

事業の種類

同一所在地において他に

実施している事業

　　　　管　理　者

（事業所長）

氏名　○○　○○

(常勤 兼務)

　　　　従　業　者

 

　　（管理者と同じ）

サービス提供責任者

 

氏名　○○　○○

(常勤 専従)

従　業　者

 

氏名　○○　○○

（常勤 専従）

従　業　者

 

氏名　○○　○○

（常勤 兼務）

従　業　者

 

氏名　○○　○○

（非常勤 専従）

事 務 職 員

 

氏名　○○　○○

（常勤 兼務）

 



サービスの種類　　（　〇〇〇〇事業　　）

事業所名（申請書に記載したものと同一の事業所名称）

財財財財　　　　産産産産　　　　目目目目　　　　録録録録

Ⅰ　資産の部　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　１　基本財産（固定性項目）

　　　　　（内訳）

　　　　（１）　土地　愛知県日進市〇町〇丁目〇番所在の土地　　　㎡

　　　　　　　　　　㎡単価　　　　　　　円　　　　総額　　　　　　円

　　　　（２）　建物　愛知県日進市〇町〇丁目〇番所在の建物　　　　円

　　　　（３）　基金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　（４）　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

Ⅱ　負債の部

　　　　　借入金等

Ⅲ　差引正味財産

　　　（※　「Ⅲ　差引正味財産」＝「Ⅰ　資産の部」－「Ⅱ　負債の部」）

　　　　様式様式様式様式はははは任意任意任意任意ですですですです。。。。申請者申請者申請者申請者がががが規定規定規定規定するするするする様式様式様式様式・・・・内容内容内容内容でででで添付添付添付添付してもしてもしてもしても差差差差しししし支支支支えありませんえありませんえありませんえありません。。。。

※       貸借対照表ベースで作成する場合の各科目は、以下のとおり（あくまで例示です。）

　Ⅰ　資産の部

　　　　１　流動資産　　現金・預金、未収金、受取手形（含む貸倒引当金）、有価証券、

　　　　　　　　　　　原材料、短期貸付金、前払金、未収収益、前払費用、その他の

　　　　　　　　　　　流動資産　等

　　　　２　固定資産　　土地、建物（含む減価償却累計額）、建物付属設備（同左）、

　　　　　　　　　　　構築物（同左）、設備備品、建設仮勘定、借地権、電話加入債権、

　　　　　　　　　　　長期貸付金　等

　Ⅱ　負債の部

　　　　１　流動負債　　買掛金、支払手形、未払金、短期借入金、預り金、未払い費

　　　　　　　　　　　用、前受け収益、修繕引当金、賞与引当金、その他の引当金　等

　　　　２　固定負債　　長期借入金、長期未払金、退職給与引当金、その他の固定負債

　　　　　　　　　　　等

　Ⅲ　資産の部

　　　　１　資本金

　　　　２　資本剰余金

　　　　３　利益剰余金

※当該事業所のみの資産等の目録が提出できない場合は、法人全体の資産等の目録を記載し、その

旨を注記してください。

（（（（参考様式参考様式参考様式参考様式７７７７））））


